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概　要
土壌汚染対策の現状と将来展望
　土壌汚染は典型七公害のひとつである。大気や公共用水域の汚染の場合に比べて、土
壌は一旦汚染されると希釈効果があまり期待できない。
　我が国では、土壌汚染によるリスクの低減を図るため、2002 年に「土壌汚染対策法」
が制定された。同法は、土壌汚染による健康被害を未然に防止するという目的で、汚染
の調査や処置方法を定めたものである。これまで同法に定められた手順で調査が行われ、
汚染土壌の浄化を施した例も多く報告されている。しかし一方で、土壌の汚染が原因で
土地の売買契約に影響が生じた例も報告されている。これは主に汚染を除去する費用が
売買価格を上回る場合であるが、このような場所では立入禁止や拡散防止などの処置に
とどめ、売買をせずに現状を維持することが多い。このような「土壌汚染によって、本
来その土地が持つ価値よりも著しく低い用途にしか使われない、あるいは全く利用され
ない土地」のことを、ブラウンフィールドと呼んでいる。ブラウンフィールドの増加は、
環境問題のほか、地域経済への影響、さらには国民生活への影響も懸念される。
　汚染された土地が使用されないことは、国土の狭い我が国にとって大きな損失である。
したがって低コストの浄化工法や、より確実な浄化を目指す技術の確立と、合理的な観
点での土壌汚染対策を進めることが求められている。
　対策の 1 つとして、安価な浄化工法であるファイトレメディエーションが注目されて
いる。草本類や木本類の植物、根圏微生物を用いて、土壌、底泥、地下水等の汚染物質
を低減、あるいは流出を抑制する方法である。また、汚染土壌をこの世から失くすこと
はできないまでも、汚染物質に起因した悪影響の可能性を、人の健康に問題の出ないレ
ベルまで下げることが重要である。環境リスクを許容範囲内に抑制するための、環境リ
スク評価に関する研究の進行が期待される。
出展：参考文献15）
ファイトレメディエーションによる油汚染浄化
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1   はじめに
科学技術動向研究
土壌汚染対策の現状と将来展望
武井　義久
環境・エネルギーユニット
土壌汚染は典型七公害のひとつ
である。典型七公害とは、環境基
本法に列挙されている 7つの公害
（大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、
騒音、振動、地盤沈下、悪臭）の一
般的な呼び方である。大気や公共
用水域の汚染の場合には、拡散に
よる希釈効果が期待されるため、
原因物質の排出を規制することで
一定の改善が期待できるが、土壌
は一旦汚染されると希釈効果はあ
まり期待できない。ある時点で土
壌汚染の原因物質が判明し、その
排出を止めたとしても、そのまま
では状態が改善されず、汚染が蓄
積された状態が継続する。
このような土壌汚染によるリス
クの低減を図るため、2002年に「土
壌汚染対策法」が制定された。また、
2006 年に策定された第 3次環境基
本計画 1）において、土壌汚染の未
然防止と回復および健全な土壌環
境の維持を図るとの施策もあげら
れた。この計画では、環境問題の
解決には、土壌だけでなく、大気、
水という媒体を横断して問題を捉
える観点や環境負荷の原因となっ
ている人間活動の観点を十分念頭
に置くことが必要とされている。
これは土壌の汚染が、大気や水の
汚染にもつながることを懸念して
いるためである。
土壌汚染に関しては、2002 年に
本誌 2）において、当時の汚染状況
や浄化技術、我が国の対策制度と
欧米諸国の制度の比較などについ
て報告がなされた。その後、当時
未整備であった土壌汚染対策法が
制定されたほか、昨今は工場跡地
の他用途への転換が多く見られ、
土壌汚染問題が社会的にクローズ
アップされ、土壌汚染対策の重要
性がさらに論じられるようになっ
た。本稿では既報告以降の技術の
動向や現状の課題についてまとめ
る。
2   土壌汚染に関する法整備と現状
2─1
土壌汚染に関係する
法の整備
図表 1のように、これまで土壌
汚染に関係するいくつかの法律が
整備されてきた。水質汚濁防止法
は、最も早い時期に工場等から人
の健康に被害のあるおそれのある
物質を公共用水域へ排出させない
目的で制定されたが、本法は貴重
な生活資源である地下水の水質管
理という観点で重要なものである。
土壌については、かなり遅く 1990
年代になってから環境基本法にお
いて、初めて土壌の汚染が「公害」
と定義された。その後 2002年に土
壌汚染対策法が整備され、ここで
汚染の拡散防止について定められ
た。公害の対策法は、汚染による
健康被害が顕在化して大きな社会
問題になったのを契機に制定され
たものが多い。しかし土壌汚染対
策法は、予め土壌汚染による潜在
的な健康リスクに対応するための、
社会的なルールを作るという観点
で制定されたという特徴がある 3）。
土壌汚染が存在する土地に不特
定多数の人が立ち入ることなどに
より、人への健康影響が生じるこ
とを防ぐために、土壌汚染対策法
には図表 2に示した有害物質を取
り扱う施設の廃止時に調査を実施
すること、人の健康被害が生じる
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おそれのある汚染が判明した場合、
必要な措置を取ることなどが定め
られている。
一般に土壌とは、陸地の表面を
覆っている土や砂などを指すが、
土壌汚染と言うと、単に汚染され
た土や砂だけではなく、汚染され
た土地という意味にも使われてい
る。これは不動産の取引において、
汚染状態が土地の価値に直結する
ためである。土地は水や大気と異
なり、私有財の性格を持っている
ため、かつては汚染の実態が明ら
かにならないことが多かった。し
かし、産業構造の変化による工場
移転の増加や工場敷地の新規活用
が活発になってきたことで、多く
の情報が公開されることにつなが
り、社会的にも関心が高くなって
きた。
2─2
土壌汚染対策法の概要
土壌汚染対策法は、土壌汚染の
状況の把握に関する措置およびそ
の汚染による人の健康被害の防止
を目的に 2002年に定められた。こ
の法により、これまで明確でなかっ
た土壌汚染の処置方法が定められ
た。以下に本稿関連部分を抜粋す
る。また、施行後に判明した諸問
題の解決のために、2010 年 4月に
土壌汚染対策法の適用範囲を拡充
する法改正が予定されている。こ
れについても、本稿関連部分のみ
を記載する。
1）土壌汚染状況調査
以下に当てはまる土地が、法で
定めた調査の対象である。
①　使用が廃止された有害物質
使用特定施設（有害物質を製
造、使用、処理をする施設）
の敷地であった土地
②　土壌汚染により人の健康被
害が生ずるおそれがあると
都道府県知事が認めた土地
③　3,000m2 以上の土地の形質変
更（土石の掘削、宅地の造成、
土地の開墾、掘削等によっ
て土地の形状を変更するこ
と）時において、土壌汚染の
おそれがあると都道府県知
事が判断した土地
土地の所有者は指定調査機関で
調査した結果を都道府県知事に報
告する義務を負う。指定調査機関
とは、調査の信頼性を確保するた
め、技術的能力を有する調査事業
者を環境大臣が指定するものであ
る。なお、③は 2010年の法改正か
ら追加される予定のものである。
2）指定区域の指定・台帳の調製
調査の結果、状態が基準に適合
しない土地については、その区域
を指定区域として指定・公示する
とともに、指定区域の台帳を調製
し、閲覧に供する。2010年の法改
正後は、1）の義務的な調査だけで
なく、土地の所有者の自主的な調
査についても、土地所有者の希望・
出典：土壌汚染対策法施行令
図表 2　土壌汚染対策法で定められている特定有害物質
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申し出があれば、調査結果を管理
することになる予定である。また
都道府県知事による情報の収集、
整理、保存、提供に関する努力義
務も追加される予定である。
3）土壌汚染による健康被害の防
止措置
都道府県知事は、土壌汚染によ
り人の健康被害が生ずるおそれが
あると認めるときは、当該土地の
所有者に対し、汚染の除去等の措
置（立入制限・覆土・舗装、汚染土
壌の封じ込め、浄化等）を講ずべき
ことを命ずることができる。
2─3
法に基づく調査結果
環境省が土壌汚染対策法に基づ
く土壌汚染の調査結果 5）をまとめ
ている。現在のところ、2007 年度
までの結果が公表されており、累
計で 270 件の調査箇所が、基準を
超過しているとして指定区域に指
定された。このうち、揮発性有機
化合物（第一種特定有害物質）のみ
の超過が 73件、重金属等（第二種
特定有害物質）のみの超過が 179
件、複合汚染（第一種特定有害物質、
第二種特定有害物質双方とも基準
超過）は 18件であった。農薬等（第
三種特定有害物質）の基準超過箇所
はなかった。（本稿では以後第一種
をVOC、第二種を重金属、第三種
を農薬等と記載する。）
図表 3は、土壌汚染対策法の施
行以後、同法に基づく調査の結果、
基準超過が判明し指定区域となっ
た箇所の発生推移である。年々増
加の傾向が見られる。図表 4は、
2007 年までの有害物質別に累積発
生件数を示したもので、件数の多
い物質は、六価クロム、鉛、ふっ
素の順である。
参考文献5）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 4　有害物質別の発生件数（法施行から2007年度までの累計）
参考文献5）
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3─1
現状の問題点
3-1-1　ブラウンフィールド
2 章で触れたように、土壌汚染
対策法では、土壌汚染の可能性が
ある土地の汚染状況調査が義務付
けられている。このほかに近年は、
土地の取引や資産価値の評価等を
目的とした自主的な調査も増加し
ている。このように調査が実施さ
れる機会が増えることは、これま
で見過ごされていた土壌汚染の実
態が明らかになるという面で、望
ましいことである。
3   汚染土壌の浄化技術の進展
図表 5は、社団法人土壌環境セ
ンターが会員企業へのアンケート
を基にまとめたデータである。同
センターは、土壌汚染の調査およ
び対策の事業に携わる、調査・分
析会社、建設コンサルタント会社、
建設会社等、159 社（2009 年 12 月
現在）が参加する公益法人である。
同センターでは、土壌汚染に関す
る様々な調査を行っているが、特
に図表 5のような会員企業へのア
ンケート等で得られるデータは、
土壌汚染の実態を示す有用な資料
である。2─3で「法に基づく調査結
果」を記載したが、この図表 5によ
ると、法に基づく調査・対策より、
土地の取引等を機に、自主的に調
査･対策している事例が圧倒的に多
いことがわかる。
例えば、法では汚染対象の有害
物質は図表 2の通り定められてい
るが、自主的な調査での汚染対象
は有害物質以外に油による汚染も
含んでいる。近年、油汚染の件数
が多く問題となっていることから、
環境省は「油汚染対策ガイドライ
ン 6）」を作成し、調査や対策の方法
を公開している。
この自主的な対策は、環境リス
ク回避のためというより、資産リ
スク回避のためといえるが、我が
国の経済活動の維持においてはや
むを得ない対策である。土地取引
の場面では、土壌の汚染が原因で
売買契約に影響が生じた例や、円
滑な土地の利活用が進まない例も
見られる。このような、「土壌汚染
によって、本来その土地が持つ価
値よりも著しく低い用途にしか使
われない、あるいは全く利用され
ない土地」は、ブラウンフィールド
と呼ばれる。
我が国では土壌汚染への取り組
みの歴史が比較的浅いことから、
現時点ではブラウンフィールドと
なった土地は限られている。しか
し、潜在的にブラウンフィールド
化する可能性のある土地は多数存
在すると見られている。ブラウン
フィールドが増えると、環境問題
となるだけでなく、地域の経済へ
影響を与え、さらには地域住民の
通常の生活へも影響を与えること
が懸念される。出典：参考文献7）
図表 5　土壌汚染の調査・対策の契機⺞ᩏ ኻ╷㪍㪃㪊㪉㪉ઙ 㪉㪃㪊㪌㪍ઙ㪊㪃㪉㪋㪌ઙ䈉䈤䇮ᳪᨴ䈅䉍 ᴺᓞ䋬㪉㩼⥄ਥ㪏㪐㩼 ᴺᓞ䋬㪊㩼⥄ਥ㪏㪌㩼 ᴺᓞ䋬㪊㩼 ⥄ਥ㪏㪌㩼᧦଀ 䊶ⷐ✁䋬㪐㩼 ᧦଀ 䊶ⷐ✁䋬㪈㪉㩼᧦଀ 䊶ⷐ✁䋬㪈㪉㩼
2─4
今後必要な法整備
この法律が将来にわたって維持
されることで、汚染土壌の対策が
着々と進むものと考えられるが、
この法律はあくまでも汚染土壌の
調査の義務から始まる対策法であ
り、防止法ではない。現在、明ら
かになっている土壌汚染は、高度
経済成長期の時代の負の遺産が主
と考えられるが、現在も刻々と別
の汚染が進んでいる可能性もない
とは言えない。我が国の企業では
既にCSR（社会的責任）が浸透し
ており、土壌汚染を放置すること
は考えにくいが、より確実にこの
公害を防ぐ目的として、防止法の
整備も求められる。
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3-1-2　 我が国のブラウン 
フィールドの実態
これまでに国内で多くのブラウ
ンフィールドの事例 8）が報告され
ている。代表的な事例を以下に示
す。
①大都市圏における化学工場跡地
企業で土壌汚染対策法施行前に
廃止した工場の跡地を売却して、
住宅地、商用施設、事務所などと
して利用する案が浮上した。しか
し、敷地の一部に存在する土壌汚
染を掘削除去すると、費用が膨大
になるため、計画は実行に移され
なかった。汚染物質を除去するの
ではなく、現場に封じ込める措置
をしてから土地売却という選択肢
もあるが、この条件での買い手を
見つけるのは困難である。
②地方都市における機械工場
①と同様に企業で、土壌汚染対
策法施行前に廃止した工場の跡地
を売却する案が浮上した。しかし
土壌の調査をすると汚染が見つか
る可能性が高いと考えられ、その
場合に必要な浄化の費用を捻出で
きる見込みがない。浄化が必要に
なることを恐れて調査を行わない
状況が続いており、土地は利用さ
れないままである。
3-1-3　 ブラウンフィールドに 
なりやすい土地
たとえ土壌が汚染されていても、
その土地の経済評価が高ければ、
対策が行われる可能性も高い。汚
染対策費が土地取引額の 3割以内
ならば、土地の取引が成立してい
る例が多い。大規模な土地の場合、
全域にわたって著しく汚染されて
いることは少ないため、土地の売
却額に占める対策費の割合が小さ
くなり、対策に着手できるケース
が多くなる。よって地価が安く小
規模な土地ほど、ブラウンフィー
ルドになりやすいと考えられてい
る 8）。
3─2
既存の浄化技術
3-2-1　既存技術の概要
現在までの汚染土壌の対策技術
をまとめると、図表 6のようにな
る。汚染の対策としては、土壌を
場外に一旦運び出した後に対策を
施す方法と、搬出せずに汚染現場
で対策を施す方法に大別される。
場外へ運び出された土壌は、然
るべき処理場にて分解や固化など
の処理が行われる他、最終処分場
に埋設される場合もある。汚染物
質のうち、重金属は化学的な分解
が不可能であるが、化学的に分解
が可能なVOC（揮発性有機化合物）
は浄化処理が行われる。
現場の状況によっては土砂を場
外搬出せずに、浄化を行うことが
できる。これを原位置浄化という。
原位置浄化は、低コストであるた
め、これまで多くの浄化事業者等
が原位置での新たな工法の開発に
注力してきた。図表 7に主な原位
置浄化工法をまとめた。ただし、
万能な原位置浄化工法というもの
は存在しない。汚染物質の種類や
地下水の状況等、現場の状況に応
じて、適当な工法が選択される。
状況によっては、原位置工法が全
く適用できない現場もあり得る。
いずれにしても、まずは現場の状
況把握が浄化の成功の大きなポイ
ントである。
3-2-2　原位置浄化の施工事例
原位置での浄化の事例として、
ここではVOCによる土壌汚染を、
バイオレメディエーションで浄化
した例 5）を紹介する。バイオレメ
ディエーション（bioremediation）と
は、生物を意味する bio- とラテン
語で修復を意味する remediation
とを結び付けた言葉で、汚染土壌
中で微生物を活動させ、有害物質
を分解する工法である。
参考文献9）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 6　土壌汚染対策技術の概要 㪭㪦㪚 ㊀㊄ዻ╬ ㄘ⮎╬ේ૏⟎ಽ⸃ ൻቇ⊛ಽ⸃䇮↢‛⊛ಽ⸃ 䂾 㬍 䂾ේ૏⟎᛽಴ ᛽಴䇮ᵞᵺ 䂾 䂾 䂾䋭䂾㬍䂾᭎䇭䇭ⷐ ㆡ↪น⢻䈭᦭ኂ‛⾰䋭䋭 䂾䂾 䋭䋭䋭 䂾႐ᄖ៝಴ේ૏⟎ಣ⟎႐ᚲ Ꮏ䇭䇭ಣᴺℂ႐䈮䈩ᵺൻේ૏⟎ኽ䈛ㄟ䉄 ࿾ਅㆤ᳓ო࿕ൻ䊶ਇṁൻជ೥࿯ფ䈱ኽ䈛ㄟ䉄ಣℂ႐䈮䈩ಣℂේ૏⟎ᵺൻជ೥࿯ფ䈱ᵺൻಣℂ ൻቇ⊛ಽ⸃䇮↢‛ಣℂᾲಽ⸃䋨䉲䉝䊮䇮ㄘ⮎䋩ᵞᵺ䇮ᾲ⣕⌕䇮ើ⊒ㆤᢿᎿ䇮ㆤ᳓Ꮏਇṁൻ䊶࿕ൻಣℂ䇮ㆶర቟ቯಣℂਇㅘ᳓ጀ䈫㍑⍫᧼䈭䈬䈮䉋䉎ኽ䈛ㄟ䉄ේ૏⟎ᵈ౉䊶ᠣᜈ䈮䉋䉎࿕ൻ䊶ਇṁൻಣℂᵈ㧕٤ߪㆡޔߪਇㆡޔ㧙ߪน⢻ߢߪ޽ࠆ߇޽߹ࠅ૶ࠊࠇߥ޿ߎߣࠍ␜ߔ
科 学 技 術 動 向　2010年 2月号
14
VOCは汚染の程度にもよるが、
原位置浄化が可能な場合も多い。
以下の事例はバイオレメディエー
ションが適用可能であった典型例
である。
電子機器関連業が工場の環境管
理の一環として、自主的な土壌・
地下水汚染の調査を実施したとこ
ろ、テトラクロロエチレンおよび
その分解生成物による土壌および
地下水汚染が判明した。汚染の状
況は図表 8の通りであった。過去
に部品洗浄のためトリクロロエチ
レン等を使用していたことから、
操業当時に何らかの原因によって、
トリクロロエチレンが地下に浸透
し、蓄積したものと推定された。
当該事例については以下の理由
から、バイオレメディエーション
による原位置浄化が最も経済的か
つ効率的と判断され、実施された。
・当該工場は操業中であり、建物
下にも汚染があり、大掛かりな
土木工事は困難である。
・汚染深度が 15m程度と深く、掘
削工事では莫大な費用がかかる。
・対象土壌中にトリクロロエチレ
ンやその分解生成物を分解でき
る嫌気性細菌が存在していた。
バイオレメディエーションは、
図表 9のように、現場に掘った井
戸などから栄養剤を注入し、土壌
地下水中の細菌を増殖および活性
化させ、VOCを分解する方法であ
る。上記の事例では、浄化の対象
範囲に 9本の注入井戸を設置し、
栄養剤の注入開始から、約 1.5 年
で土壌と地下水が浄化された。当
該箇所は浄化の後、関連会社に売
却され、建物を建て替えた後、工
場として利用された。
3─3
新しい土壌汚染対策
技術の開発
3-3-1　汚染の拡散の予測
独立行政法人土木研究所をはじ
めとした多くの研究機関で、地下
水等の影響による物質の拡散を予
測（以下、移流拡散解析という。）す
るシステム開発が進められている。
一部には開発した移流拡散解析の
ソフトを無償で公開している研究
機関もあり、今後の効率的な浄化
やモニタリングに役立って行くも
のと期待される。
土壌汚染の対策を的確に行うた
出典：参考文献5）
図表 8　電子機器関連業におけるVOC 汚染の事例
参考文献10）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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めには、汚染の進行状況や影響の
確認が不可欠である。原位置浄化
の記述でも触れたように、確実な
浄化のためには、汚染の状況を如
何に正確に把握し、適した浄化工
法を選択するかが大きなポイント
である。しかし諸般の事情で浄化
工事が行われない場合でも、汚染
状況の監視が必要である。物質に
よっては地下水等の影響により、
移動や拡散してしまうものがある
からである。状況や影響の確認は、
主に次の観点から行われる。
①汚染拡散の可能性（拡散しやすい
のか）
②拡散速度（数ヶ月のオーダーか何
百年のオーダーか）
③拡散可能性の範囲と方向
④周辺に保全する対象物がある場
合、それに対する影響
図表 10は移流拡散解析の例であ
る。この条件で汚染源から汚染物
質である鉛が溶出すると、汚染物
質は地下水により拡散し、約 20年
後には 100m離れた飲用井戸を汚
染する可能性がある。このような
予測結果が得られた場合は、いず
れ汚染の対策が必要となる。
3-3-2　 ファイトレメディエー
ション
現在までの国内での土壌汚染浄
化のニーズは、図表 11に示した通
り、「高価で短期間」と「安価で長期
間」の 2つに大別できる。前者は土
地の売買取引の期日が決まってい
て、確実な対応が求められている
場合である。一方、後者は土地の
売買取引の期日が決まっていない
場合、あるいは土地が高価でない
場合であり、浄化期間よりも工事
費の安さを優先する場合である。
どの工法でも経済的に見合わない
場合は、ブラウンフィールドとな
る。この対策のためには、より長
い浄化期間を許容し、その代わり、
かなり安価である浄化工法を開発
しなければならない。
この、かなり安価という条件を
満たす浄化方法として、ファイト
レメディエーションが挙げられる。
ファイトレメディエーション（phy-
toremediation）とは、ギリシャ語で
植物を意味するphyto- とラテン語
で修復を意味する remediation と
を結びつけた言葉 12）で、草本類や
木本類の植物、あるいは根圏微生
物を用いて、土壌・底泥・地下水
等の汚染物質を低減、あるいは流
出抑制する方法である。植物の根
が伸長する際、土を耕す効果があ
り、また、根から酸素や栄養分が
土壌中に供給されるため、根の周
りの微生物が活性化し、油などの
分解を促進する。重金属汚染土壌
の場合には、植物が土壌中の汚染
物を吸収して、地上部へ移行する
ため、地上部を刈り取ることで土
壌中の汚染を軽減することができ
る。
ファイトレメディエーションの
長所として、コストが安いことの
ほか、化学薬品等を使用しないた
め環境に優しい、景観向上にも寄
与する等が挙げられる。一方、短
所は、浄化期間が長期に及ぶこと
のほか、浄化が根の届く範囲に限
定されること、汚染物質を吸収し
た植物体の適切な廃棄が必要なこ
と、土地を植物が育成できる状態
まで肥やしてやらなければならな
いこと等である。
ファイトレメディエーションの
研究は古くから欧米では盛んで
あった。国内でも 10年ほど前から
ファイトレメディエーションの関
する特許が出願されるようになっ
た 13）ほか、最近の学会等では研究
事例が多く報告がされるように
出典：参考文献5）
図表 9　バイオレメディエーションによる浄化
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出典：（独）土木研究所提供データ
図表 10　移流拡散解析の例
なった。遺伝子組み換え作物によ
り重金属の蓄積能力を上げる研究
例 14）も報告されている。しかしな
がら、報告例はまだほとんどが実
験レベルであり、実際の広大な汚
染土壌を浄化した例は少ない。
ファイトレメディエーションは
究極の低コスト浄化工法とも言わ
れることから、極力手をかけない
ことが特色であると誤解されてい
る。しかし汚染区域の土壌は、畑
とは大きく異なるため、通常の農
業や造園業のノウハウだけでは、
植物がうまく育たない。
例えば、油汚染を浄化する植物
として「イタリアンライグラス」が
ある。この植物は牧草として一般
的に栽培されているものである。
しかし、油汚染土壌では、土壌中
の空隙に油が入り込んでいるため、
根が生育しにくく、微生物も繁殖
しにくい。
図表 12は、油汚染土壌でイタリ
アンライグラスの育成に成功した
土壌汚染対策の現状と将来展望
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報告例 15）の図である。この例では、
一定の間隔で有孔のパイプを埋設
し、通気性を上げることで、微生
物の生育環境を整え、油汚染土壌
を浄化することができた。
汚染物質に適した植物の発見に
ついても、多くの報告例があるが、
実際の汚染区域において浄化用の
植物を栽培する段階まで進んでい
ない。油汚染土壌の浄化に特化し
た栽培手法の報告例も前記の例の
みで他にはない。また重金属の吸
収の場合には、吸収後の植物の処
置方法も確立していない。これら
は今後の課題である。近い将来、
国内でもブラウンフィールドの増
加が問題になってくると思われる
ため、この技術のノウハウ蓄積に
近々に取り組んでおく必要がある。
3-3-3　 汚染のリスクという 
考え方
土壌汚染による根本的な問題は、
土壌汚染の存在そのものではなく、
土壌中の有害物質が様々な経路を
通じて人の健康に影響を及ぼすこ
とである。本稿では触れていない
が、土壌汚染には人為的な原因で
はなく自然に由来するものも少な
くない。よって土壌汚染対策の本
来の目的は、汚染土壌をこの世か
ら失くすことではなく、汚染物質
に起因した悪影響の可能性を人の
健康に問題の出ないレベルまで下
げる、すなわち環境リスクを許容
範囲内に抑制することである。欧
米ではこのような環境リスクとい
う考え方が我が国より早く導入さ
れており、環境リスクに関する研
究や制度化が進んでいる 16）。
我が国でも社団法人土壌環境セ
ンターや大学等の研究機関で、環
境リスクに関する検討が始まった
ところである。環境リスク評価は、
汚染物質の汚染源での値で一律評
価するのではなく、人への暴露経
路を考慮してリスクを評価するも
のである。土壌環境センターは、
いち早く環境リスク評価の重要性
を指摘し、我が国の土壌環境対策
におけるリスク評価のあり方に関
する提言 17）としてまとめ、このよ
うなリスク評価に関する情報を広
く社会的に発信すべきとしている。
参考文献11）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 12　ファイトレメディエーションによる油汚染浄化
㩷
᦭ሹ▤ᬀ‛䈎䉌㉄⚛䉇ᩕ㙃ಽ䉕ଏ⛎䈘䉏䇮 ᵴᕈൻ䈚䈢ᓸ↢‛䈏䇮 ᴤಽ䉕ಽ⸃䈜䉎䇯
科 学 技 術 動 向　2010年 2月号
18
2002 年の土壌汚染対策法の制定
以降、土壌汚染の調査と処置が進
んだことは明らかである。また
2010 年の法改正により調査の範囲
が広がるため、今後は汚染箇所が
より多く判明していくと考えられ
る。資産リスクの回避のための自
主調査も増加の傾向にあると推測
される。
これまで明らかでなかった土壌
汚染の実態が判明することは、周
辺住民などの関係者にとって、た
いへん意義のあることである。し
かし、経済評価の結果により、汚
染された土地が放置され使用され
ないことは、国土の狭い我が国に
とって大きな損失である。ファイ
トレメディエーションをはじめと
した低コスト工法や、より確実な
浄化を目指す技術の確立と共に、
参考文献
より合理的な観点から土壌汚染対
策を進めることが、ブラウンフィー
ルド減少の一助になると考えられ
る。特にノウハウ蓄積を伴う長期
間を要する技術開発については、
計画的に進める必要がある。それ
には現実的に広大な汚染土壌を所
有している企業等の協力も不可欠
である。
一方、海外では天災や紛争など
の原因で汚染された土壌も多い。
我が国と気象条件の異なる土地で
は諸条件が異なるが、このような
土地で浄化試験を行い、浄化のノ
ウハウが蓄積できれば、グローバ
ルな浄化技術確立の一助となる。
仮に国土面積に余裕があり、まだ
ブラウンフィールドがそれほど問
題視されていない国々においても、
安価な浄化工法であるならば対策
が実施される可能性がある。我が
国で開発された技術が、国内に留
まらず適用範囲が世界に広がって
いくことを期待する。
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